
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の
促進に関する法律（住宅セーフティネット法）等の
一部を改正する法律等について

令和６年９月
国土交通省 住宅局



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．高齢者等の住まいをめぐる課題
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世帯の動向について（高齢者世帯、単身高齢者世帯の推移）

○ 今後、高齢者世帯は増加し、2030年には約1,500万世帯を超える見通し。

○ 現在、単身世帯は総世帯数の約４割近く（約2,100万世帯）を占め、世帯類型で最も多い類型となっており、
今後も増加する見通し。2030年には、単身高齢者世帯は約900万世帯に迫る見通し。

2,115
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【高齢者世帯数の推移】



住宅・土地統計調査（昭和33年～令和５年速報値）
※１ 旧名称：その他の空き家
※２ 空き家率は住宅総戸数からみた空き家数の割合

空き家数・空き家率の推移（昭和33年～令和５年速報値）
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○ 全国の空き家数は約900万戸あり、そのうち賃貸用空き家は約443万戸（そのうち共同住宅は約394万戸）。
※令和６年４月30日速報値総務省公表
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空き家（全体）（沖縄県を除く） 空き家（全体）（沖縄県を含む） 二次的住宅

空き家数（二次的住宅を除く）賃貸用＋売却用空き家 賃貸用空き家

賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家※１売却用空き家 空き家率※２

（注）（ ）は、うち共同住宅分
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出典：総務省「平成30年住宅･土地統計調査」

25歳未満 25-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60歳以上

年代別持家率の推移
〇 持家率は、近年、20歳代～50歳代において減少傾向

50歳代 ：74％（平成20年）→ 68％（平成30年）
40歳代 ：62％（平成20年）→ 58％（平成30年）
30歳代 ：39％（平成20年）→ 36％（平成30年）
25-29歳：12％（平成20年）→ ９％（平成30年）

調査時点
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住宅確保要配慮者に対する大家等の意識及び入居制限の理由
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約７割が拒否感
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44%
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約６割が拒否感

障がい者に対して
約７割が拒否感

【住宅確保要配慮者の入居に対する賃貸人（大家等）の意識】

○ 住宅確保要配慮者の入居に対し、賃貸人（大家等）の一定割合は拒否感を有している。

○ 入居制限を行う「最も該当する理由」については、高齢者の場合、「居室内での死亡事故等に対する不安」
が約９割となっている。

71%

10%

16%

2%

子育て世帯に対して
約２割が拒否感

従前＊と変わらず拒否感はない 従前＊は拒否感があったが現在はない

拒否感はあるものの従前＊より弱くなっている 従前＊と変わらず拒否感が強い

従前＊より拒否感が強くなっている

【賃貸人（大家等）の入居制限の理由】

出典：令和３年度国土交通省調査
※（公財）日本賃貸住宅管理協会の賃貸住宅管理業に携わる会員を対象にアンケート調査を実施（回答者数：187団体）

＊５年前との比較 出典：令和３年度国土交通省調査
※（公財）日本賃貸住宅管理協会の賃貸住宅管理業に携わる会員のうち、
入居制限を行っている団体を対象に、入居者の属性ごとに最も該当する
入居制限の理由を回答（回答数：76団体）

居室内での死亡事故等
に対する不安

90.9%

住宅の使用方法等
に対する不安

3.9%

他の入居者・近隣住民と
の協調性に対する不安

2.6%

家賃の支払いに対する不安
1.3%

なんとなく不安
1.3%

その他（※）
0.0%

※その他の選択肢としては、以下があった（いずれも選択数０）。
・主な入居者と異なる属性の入居による居住環境の変化への不安
・入居者以外の者の出入りへの不安
・習慣・言葉が異なることへの不安
・生活サイクルが異なることへの不安
・その他

（例）高齢者の場合（最も該当する入居制限の理由を選択）
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住宅確保要配慮者の入居に際し、大家等が求める居住支援策

（回答数1,988件）＜全国の不動産関係団体等会員事業者に対するアンケート調査結果＞

出典：令和元年度国土交通省調査

世帯
属性

必要な居住支援策（複数回答） ●50％以上 ◎40～49％ ○30～39％

入居を拒まない
物件の情報発信

家賃債務保証の
情報提供

契約手続きの
サポート

見守りや生活
支援

入居トラブルの
相談対応

金銭・財産
管理

死亡時の
残存家財処理

高齢単身
世帯

◎
(49％)

●
(61％)

●
(61％)

高齢者
のみの世帯

○
(32％)

◎
(48％)

●
(58％)

●
(50％)

障がい者
のいる世帯

◎
(42%)

○
(32%)

●
(60％)

◎
(48％)

低額所得
世帯

○
(37％)

●
(61％)

○
(31％)

○
(38％)

○
(37%)

ひとり親
世帯

○
(37%)

●
(52％)

◎
(42％)

○
(35％)

子育て
世帯

○
(38%)

◎
(43％)

○
(33％)

◎
(47％)

外国人
世帯

◎
(43％)

◎
(45％)

◎
(44％)

●
(76％)
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高齢者に対する大家による入居拒否の現状（民間事業者の調査より）

出典：「65歳以上が賃貸住宅を借りにくい問題に関する実態調査」（令和５年６月、株式会社Ｒ65）
注）全国の65歳を超えてから賃貸住宅を探した経験がある人を対象にしたインターネットアンケートにより、

500人から回答を得た結果

〇 高齢者の4人に1人以上（27%）が、“年齢を理由とした賃貸住宅への入居拒否”を経験。

〇 そのうち、半数以上（55%）が、 “複数回断られた経験がある”と回答している。

複数回断られた
ことがある
（55％）

入居を断られたことがある
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公営住宅の現状データ
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① 公的賃貸住宅のストック数（令和４年度末）

⑤ 公営住宅の応募倍率（令和４年度）

・全国平均 3.6倍 東京都 15.0倍 大阪府 4.4倍

【入居者（世帯主）の年齢】（令和４年度末） 【入居者の収入】（令和４年度末）

② 公営住宅ストックの建設年度別分布 ④ 公営住宅の入居者属性

③ 公営住宅の供給実績の推移
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築後30年以上148万戸（70％）

（千戸）

昭和20年代

0.3%

昭和30年代

2.1%

昭和40年代

25.3%

昭和50年代

27.2%

昭和60年代

18.9%

平成7年以

降

14.0%

平成17年以降

7.9%

平成27年以降

4.4% 昭和20年代

昭和30年代

昭和40年代

昭和50年代

昭和60年代

平成7年以降

平成17年以降

平成27年以降

公営住宅のストック戸数（R4年度末現在）：約212万戸

1.7% 5.3%

10.5%

14.6%

7.4%
9.6%

50.9%

29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳以上
（注）年齢不詳
を除く

79.0%

4.0%

2.9%

2.9% 3.1%

2.2% 2.2%

1.5%
1.5%

0.7%

月収10.4万以下

月収12.3万以下

月収13.9万以下

月収15.8万以下

月収18.6万以下

月収21.4万以下

月収25.9万以下

月収31.3万以下

月収31.3万超

収入未申告



住宅と福祉が連携した居住支援の考え方（例）
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居住支援とその具体的な取組

〇 居住支援とは、一般的には、住宅確保要配慮者などの住まいに関する課題を抱えている方に対する、①住まい
に関する相談、②物件の紹介、内覧同行、家賃保証などの入居前の支援、③見守り、トラブル対応、残置物処理
などの入居中（退居時）の支援を示すが、住宅や福祉などの関係者による取組を幅広く含むこともある。

・民間賃貸の空き家・空き室活用により、
公営住宅以外の住まいの選択肢が生ま
れ、相談者のニーズに沿った住まいの
情報提供が可能に
・住宅確保だけでなく福祉領域にも関わ
る課題の相談、協議が可能に

・福祉サービス提供の前提となる住まい
の確保がスムーズに
・住まいという横串を刺すことで、複合
的な課題をもつ方への支援のための連
携体制が構築可能に

・住宅・福祉部局の居住支援に関わる制
度や、居住支援法人における入居前・
入居中・退居時の支援を知ることによ
り、住宅確保要配慮者に空き家・空き
室を安心して提供が可能に

【出典】日本大学 白川教授資料
（令和７年市区町村居住支援協議会設立
・運営マニュアル作成委員会 座長）

住宅部局 福祉部局 賃貸人

居住支援に取り組むことで可能になること

※注１ 居住支援法人等は入居者や関係者のニーズに応じて様々な取組を行っている。
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居住支援法人

生活困窮者自立支援制度等・住宅セーフティネット制度改正及び関連制度の関係

生活困窮者
自立支援制度 住宅セーフティネット制度

居住支援協議会
自立相談支援事業

連携

住居確保給付金

就労準備支援事業

家計改善支援事業

子どもの学習・生活支援事業

セーフティ
ネット住宅

居住サポート住宅

住まい確保

住まいに課題を
抱える方

・安否確認
・見守り
・福祉へのつなぎ

福祉部局の役割 住宅部局の役割

事業
実施

事業
実施

事業
実施

事業
実施

事業
実施

設立
参画

指定
監督

認定
監督

登録
監督

設立
参画

指定
監督

認定
監督

居住支援法人指定
監督

指定
監督

・相談、情報提供
・残置物処理

・相談、情報提供
・家賃債務保証

※設立努力義務化
福祉との連携明確化

※業務拡大

※創設

※住まいの相談機能の明確化

居住支援事業
事業
実施

※一時生活支援事業からの改称、
必要な事業の実施努力義務化

・シェルター事業
・地域居住支援事業

※転居費用補助の拡充

福祉事務所

地域包括
支援センター

基幹相談
支援センター

高齢者の安心な住まい
の確保に資する事業

日常生活支援
住居施設

救護施設

等

等

様々な関連制度(例)

※改正内容

重層的支援
体制整備事業

生活困窮者
自立支援制度
の各事業実施
にあたり連携

※連携の努力義務化

連携

連携して適切な
入居支援・生活支援へつなぐ

〇 居住支援は、関係者（入居者、支援者、賃貸人等）、時期（相談、入居前、入居中等）、内容（困難度）、地域・地区、住宅類型（公的、民間）等に応

じて、福祉分野と住宅分野の様々な人的・物的資源が組み合わさり、総合的かつ一体的に実施される必要がある。

〇 生活困窮者自立支援制度等の改正及び住宅セーフティネット制度の改正は、住まいに関する課題を抱えている方への支援を強化するという同じ政策目的を有して

いる。様々な関係者の住まいの困りごとに対応し、また効果的に支援するためには、これらの制度や関連制度の事業・施策を組み合わせて活用・実施する必要がある。

【イメージ】

住宅入居等支援事業



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．令和６年住宅セーフティネット法改正※の概要
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※住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等の
 一部を改正する法律（令和６年法律第４３号）〔令和６年６月５日公布〕



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２－２．改正の概要について
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④ “入居後の変化やトラブルに対応できる” 住宅の創設（２．参照）

① “賃貸借契約が相続されない” 仕組みの推進

② “残置物処理に困らない” 仕組みの普及

③ “家賃の滞納に困らない” 仕組みの創設

※賃借人の死亡時まで更 がなく、死亡時に終了する（相続人に相続されない）賃貸借

・ 入居者死亡時の残置物処理を円滑に行うため、居住支援法人の業務に、

入居者からの委託に基づく残置物処理を追加

（令和3年に策定した残置物処理のモデル契約条項を活用）

・ 要配慮者が利用しやすい家賃債務保証業者                
（認定保証業者）を国土交通大臣が認定

◆認定基準：居住サポート住宅に入居する要配慮者の家賃債務保証
を原則引き受ける、緊急連絡先を親族などの個人に限定しない 等

⇒ (独)住宅金融支援機構（JHF）の家賃債務保証保険による

要配慮者への保証リスクの低減

・ 終身建物賃貸借※の認可手続を簡素化

（住宅ごとの認可から事業者の認可へ）

家賃債務保証会社
約250者

登録
（H29創設）

10４者

認定

家賃債務保証業者の
全体イメージ

死亡時のリスク

21

死
亡
時
の
リ
ス
ク

入
居
中
の
リ
ス
ク

【住宅セーフティネット法、高齢者住まい法、住宅金融支援機構法】

○死亡後に部屋に残置物が
あったり、借家権が残ると、
次の人に貸せない。

○孤独死して事故物件に
なったら困る。

○家賃を滞納するのでは
ないか。

○入居後に何かあっても、
家族がいない要配慮者の
場合、連絡や相談する人
がいない。

○住宅確保要配慮者は、
他の住民とトラブルが
生じるのではないか。

大家側では対応しきれないリスク
があるため、相談・内覧・契約を

断る実態がある

大家の不安

死亡時のリスク

入居中のリスク

死亡時のリスク入居中のリスク

(業界団体の独自調査による)

１．大家と要配慮者の双方が安心して利用できる市場環境の整備



改正のポイント

〇 入居者死亡時の残置物処理を円滑に行うため、居住支援法人の業務に入居者からの委託に基づく残置物処理を追加
（令和３年に国土交通省・法務省で策定した残置物の処理等に関するモデル契約条項を活用して実施）

【住宅セーフティネット法】

＜想定される受任者＞
以下のいずれか

 ・ 賃借人の推定相続人

 ・ 居住支援法人、管理業者等の第三者（推定相続人を受任者とすることが困難な場合）

※賃貸人は、賃借人と利益相反の関係にあるため、受任者となることは避けるべき

＜想定される利用場面＞
単身高齢者（60歳以上）が賃借人である場合

残置物の処理等に関するモデル契約条項
（令和３年 国土交通省・法務省 策定）

賃貸借契約 委任契約

＜賃貸人＞ ＜賃借人＞ ＜受任者＞
・賃貸借契約の解除事務

・残置物の処理事務

 賃借人の死亡時に契約関係及び残置物を円滑に処理できるように、生前に
賃借人と受任者との間で締結する賃貸借契約の解除及び残置物の処理に
関する事務の委任に関するモデル契約条項

 ・賃貸借契約の解除事務の委任
→賃借人の死亡時に賃貸借契約の解除事務を行う代理権を受任者に授与

 ・残置物の処理事務の委任
→賃借人の死亡時に残置物の廃棄や指定先への送付等の事務を受任者に委託

※残置物の処理等に関する賃貸人の不安感が生じにくい場面で利用すると、

 民法や消費者契約法に違反して無効となる場合がある

生前に交わす委任契約による円滑な残置物処理の流れ

モデル契約条項に関する詳しい情報や使いやすい契約書式はコチラ！
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000101.html

① 賃借人と受任者とで、 
残置物の処理等に  
関する契約を締結

② 賃借人は、室内の家財等を
指定残置物（廃棄せず、事前に決めた送付先

に送るもの等）と非指定残置物に整理

賃借人の死亡

③ 賃貸人は受任者へ
死亡事実を通知

④ 受任者が、死亡した賃借人に
代わり、賃貸借契約の解除、

    残置物の処理(※)を実施
(※) ・指定残置物の送付

 ・非指定残置物の廃棄 等

＜賃借人＞ ＜受任者＞

＜受任者＞ ＜賃貸人＞

通知

・賃貸借契約の解除事務

・残置物の処理事務

委任契約

円滑な残置物処理の推進～モデル契約条項を活用した残置物処理～

書面による契約
（公正証書でなくてよい）

改正内容 居住支援法人の行う業務(赤字は新たに追加された業務)

① 登録住宅の入居者への家賃債務保証

  ② 賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談

  ③ 見守りなど要配慮者への生活支援

④ 賃貸人への賃貸住宅の供給の促進に関する情報提供

⑤ 残置物処理等（モデル契約条項を活用して実施）

⑥ ①～⑤に附帯する業務

改正内容 居住支援法人の行う業務(赤字は新たに追加された業務)

① 登録住宅の入居者への家賃債務保証

  ② 賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談

  ③ 見守りなど要配慮者への生活支援

④ 賃貸人への賃貸住宅の供給の促進に関する情報提供

⑤ 残置物処理等（モデル契約条項を活用して実施）

⑥ ①～⑤に附帯する業務

国土交通省令
に則した業務規
程を定め、都道
府県知事の認
可を受ける必要
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（指定残置物を、リスト化、シール
 貼付、保管箱等により明示する）



家賃債務保証業者の
全体イメージ

【住宅セーフティネット法、住宅金融支援機構法】

登録家賃債務保証業者制度 認定家賃債務保証業者制度

大臣告示
（H29創設）

根拠
住宅セーフティネット法

（R7創設※令和７年夏頃より申請受付を開始予定）

適正な家賃債務保証業務の確保 目的
住宅確保要配慮者に対する
家賃債務保証の提供

適正に家賃債務保証の業務を行うことが
できる者として一定の要件を満たす
家賃債務保証業者を国に登録
（５年ごとに更新）

概要

登録家賃債務保証業者又は居住支援法人
から※、一定の要件を満たす者を国が認定

  ※不適切な業者をあらかじめ排除するため、認定の申請が

 できる者を登録業者と居住支援法人に限定

◆  暴力団員の関与なし
◆  適切な求償権の行使に関する内部規則  

が定められている
（不当な方法で取立をしない）

◆  法令遵守に関する研修等の措置が
講じられている

◆  相談・苦情対応体制を整備済み
 等   

登録
or

認定
基準

◆  居住サポート住宅に入居する要配慮者の
家賃債務保証を原則断らない

◆  緊急連絡先を親族などの個人に限定しない
（法人でも可とする。）

◆  欠格事由（暴力団員の関与なし等）に
該当しない

      
 等   

◆  セーフティネット住宅に入居する要配慮者 
の保証に限り、JHFによる保険が利用可能

◆  保険割合：最大7割

JHF
による

保険

◆  すべての要配慮者の保証に対して、
JHFによる保険が利用可能

◆  保険割合：最大9割

○ 要配慮者が利用しやすい家賃債務保証業者を国土交通大臣が認定する制度を創設（認定家賃債務保証業者制度）
○ (独)住宅金融支援機構（JHF）の家賃債務保証保険により、認定家賃債務保証業者の要配慮者への保証リスクを低減

改正のポイント

家賃債務保証業者

約250者
（R4.7時点 業界団体調べ）

登録
（H29創設）

認定
（R7創設予定）

104者
（R6.6末時点）

※この他、家賃債務保証を行って
 いる居住支援法人もある

家賃の滞納に困らない仕組みの創設～認定家賃債務保証業者制度～
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①ICT等による安否確認

①訪問等による見守り

連携

入居する要配慮者については認定保証業者（１．参照） が家賃債務保証を原則引受け

※福祉の専門的な支援を必要とする場合は、要配慮者の

特性に応じて福祉サービスを実施する関係機関につなぐ

【住宅セーフティネット法】

大家

居住支援法人等

＜現行＞セーフティネット登録住宅(H29創設) 「大家が拒まないこと」、「その物件情報を公表すること」で要配慮者に住宅を供給

■低額所得者

自立相談支援機関
福祉事務所

・家計把握や意欲向上の支援
・就労支援、生活保護の利用

■高齢者
高齢者福祉の
相談窓口

福祉事務所
母子家庭等就業・
自立支援センター

・母子・父子自立支援員
による相談、助言

・こどもの生活指導や学習支援

■障害者

生活保護受給者の場合、
住宅扶助費（家賃）について
代理納付を原則化 

・ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ、ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ
・就労支援

基幹相談
支援センター

②福祉サービスにつなぐ

特例

・ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ、ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

■ひとり親

福祉サービス（例）

居住支援法人等

要配慮者の生活や心身の状況が不安定になったとき

「居住支援法人等※がサポートを行うこと」で要配慮者に住宅を供給
※サポートを行う者は 居住支援法人以外も可能

要配慮者

要配慮者

＜改正法＞居住サポート住宅の創設

・市区町村長（福祉事務所設置）等が国土交通省・厚生労働省の共同省令に基づき認定
・改修費等の補助により供給を促進（令和６年度予算）

居住支援法人等が大家と連携し、
①日常の安否確認・見守り
②生活・心身の状況が不安定化したときの福祉サービスへのつなぎ を行う住宅（居住サポート住宅）を創設

２．居住支援法人等が入居中サポートを行う賃貸住宅の供給促進

特例
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【住宅セーフティネット法】

○ 住宅確保要配慮者が安心して入居できる住宅を供給するため、また、いわゆる「貧困ビジネス」につながらないようにするため、
✓入居者の居住水準を確保する観点から、住宅の床面積や設備が基準に適合すること
✓適切なサポートの提供を確保する観点から、サポートの内容や家賃・対価が基準に従い適正であること 等を認定基準とする

 

改正のポイント

※省令：国土交通省令、厚生労働省令（詳細については検討中）

居住サポート住宅の申請時における記載事項・認定基準

記載事項（改正法第40条） 認定の基準（改正法第41条）

① 氏名又は名称 / 住所 / （法人の場合は）代表者の氏名 ―

② 居住サポート住宅の位置 ―

③ 居住サポート住宅の戸数 ―

④ 居住サポート住宅の規模 各 の床面積が、省令で定める規模以上であること。

⑤ 居住サポート住宅の構造及び設備
構造及び設備が、住宅確保要配慮者の入居に支障を及ぼすおそれ
がないものとして省令で定める基準に適合するものであること。

⑥ 入居を受け入れる住宅確保要配慮者の範囲を定める場合、その範囲
その範囲が、住宅確保要配慮者の入居を不当に制限しないものと
して省令で定める基準に適合するものであること。

⑦
入居者の資格を日常生活を営むのに援助を必要とする

住宅確保要配慮者又は当該住宅確保要配慮者と同居するその配偶者
等に限る居住サポート住宅（＝専用賃貸住宅）の 数

専用賃貸住宅の 数が、省令で定める数以上であること。

⑧ 居住サポート住宅の家賃その他賃貸の条件に関する事項
家賃その他賃貸の条件が、省令で定める基準に従い適正に定めら
れているものであること。

⑨
日常生活を営むのに援助を必要とする住宅確保要配慮者

である入居者に提供する居住安定援助の内容
居住安定援助の内容が、住宅確保要配慮者の生活の安定を図るた
めに必要なものとして省令で定める基準に適合すること。

⑩
居住安定援助の提供の対価

その他居住安定援助の提供の条件に関する事項
居住安定援助の提供の対価その他居住安定援助の提供の条件が、
省令で定める基準に従い適正に定められているものであること。

⑪ ①～⑩のほか、省令で定める事項 ―

⑫ ― ④～⑩のほか、基本方針等に照らして適切なものであること。
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３．住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の強化

○ 国土交通大臣及び厚生労働大臣が共同で基本方針を策定

 市区町村   居住支援協議会※設置
 促進 努力義務化       関 
 相談窓口から入居前 入居中 退居時
 支援 で    福祉 関係  連
携  地域における  的 包括的 
居住支援体制    推進 

国土交通省と厚生労働省の共管

○ 市区町村による居住支援協議会設置の促進  国 交通省 厚 労働省 共同  推進 

居 支援協議会 つ  居 支援協議会 つ  

34

【  セーフティネッ 法】

都道府県・市区町村
（住宅部局、福祉部局）

不動産関係団体
（宅建業者、賃貸住宅

 管理業者、家主等）

居住支援法人
社会福祉協議会
福祉関係団体

居 支援協議会

（改正後）
構成員として明確化

（改正後）
居住支援協議会との相互連携の明確化

 活困窮 自立支援法 基づく支援会議
  ケア会議     
自立支援協議会 障害  

 会福祉法 基づく支援会議
    協議会  的     

連携

（改正後）
地方公共団体におけ
る設置の努力義務化

【現在 R6.６末  居 支援協議会設置状況】
144協議会   道府県 10６  町村 

※    共団    部局 福祉部局 
居 支援法人 不動産関係団  福祉関
係団     員   会議 

※手引   訂 予 
※準 段階から   関係 で話   つつ
段階的 進め こ  重要



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

４．施行に向けたスケジュール等について
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※スケジュール等は現時点のものであり、
今後変更となる可能性があります。改正住宅セーフティネット法の施行に向けた今後のスケジュール等（案）

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度）

改正住宅SN法

の施行に係る主な
スケジュール等

（参考）
改正生活困窮者
自立支援法等

制度周知
に係る主な

スケジュール等

○認定家賃債務保証業者
の認定申請

○残置物処理等業務規程
の認可申請

国
土
交
通
省
、
厚
生
労
働
省
等
が

共
同
・
連
携
し
て
実
施

4/17 成立
4/24 公布

5/30 成立
6/5   公布

法律

省令（国土交通省・厚生労働省の共同省令を含む）

事前準備開始

公布後
１年３月

以内

10/1
(予定)

公布後
１年６月
以内施行

10月４月10月

パブリック
コメント

公布
（事前準備に係る規定）

（時期未定）
パブリック
コメント

公布
（残りの規定）

（時期未定）

第４回 住まい支援の
連携強化のための連絡協議会

【対象】
・地方公共団体
・不動産関係事業者
・居住支援関係事業者 等

住まい支援の
連携強化のための連絡協議会

概要版パンフレット公開 詳細版パンフレット公開

詳細説明会

施行

施行

「居住支援協議会 設立・運営の手引き」 改訂版の公開 等

○ 改正住宅セーフティネット法は令和７年10月1日に施行予定。
※ 同年夏頃より、施行に向けた事前準備として、認定家賃債務保証業者の認定申請、居住支援法人による残置物処理等業務規程の認可申請の受付を開始予定

○ 国土交通省と厚生労働省等が共同・連携して、改正法の施行に向けた準備や制度の周知等に取り組む。

6/19

市区町村・都道府県における施行準備

4/1 施行

※上記のほか、
・施行通知発出

【対象】
・地方公共団体
・不動産関係事業者
・居住支援関係事業者 等

概要説明会 9/11～9/30

基本方針
パブリック
コメント

公布

（時期未定）

施行
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7/1
(予定)



改正事項
都道
府県

政令市
中核市

一般市 町村 令和６年度 令和７年度

１. 終身建物賃貸借の認可 ◎ ◎ △ △

２. 残置物処理を業務とする
居住支援法人の指定

◎ － － －

３. 認定家賃債務保証業者の
認定

－ － － －

４. 居住サポート住宅の計画の
認定

○ ◎ ◎ △

５. 地域の住宅・福祉の
連携体制整備
（居住支援協議会の
設置・運営 ※努力義務化）

◎ ◎ ◎ ◎

６. 賃貸住宅供給促進計画の
策定・見直し

※計画策定は任意

◎ ◎ ◎ ◎

国土交通省（地方整備局）

福祉事務所を設置する自治体

【対象自治体】 ◎：全て ○：ほぼ全て △：一部

改正

 設

改正

 設

改正

改正

改正法概要説明会への
出席（R６年9月）

都市、建築、公営住宅等の住宅部局と、
生活困窮者支援、高齢者支援等の福祉部局の
連携強化（打合せ等）

改正法詳細説明会への
出席（R７年春頃）

地域の居住支援体制の整備
（居住支援協議会の設置・運営を含む）
に向けたスケジュールの検討・実施

組織・定員の検討 10/1(予定)の施行
に向けた準備

複数自治体で
共同設置も可能
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改正住宅セーフティネット法 施行に向けた地方公共団体の主な取組



地方公共団体における当面の主な検討事項（住宅部局・福祉部局への依頼） ①

１．地方公共団体における、現在の居住支援に係る状況・課題等の確認１．地方公共団体における、現在の居住支援に係る状況・課題等の確認

① 地方公共団体内の公営住宅等の公的賃貸住宅や空き家等の住宅ストックについての状況・課題・施策の確認

② 地方公共団体の住宅部局、福祉部局等に届いている「住まいに関する相談」の状況・課題・施策の確認

③ これらの状況・課題と「都市計画」「まちづくり」「福祉的支援」の状況・課題・施策との関係についての確認

① 居住支援の現状や改正法に関する地方公共団体の内外関係者との勉強会・打ち合わせの実施

 ⅰ)上記１②による相談等の確認の外、管内の不動産・福祉事業者等に届いている「住まいに関する相談」の状況等の確認

 ⅱ)上記１①③による資源（物的・人的）の確認の外、(a)比較的低廉な家賃の民間賃貸住宅、未活用の個人所有空き家など、管内の住宅ストック

の状況等の確認、(b)住宅確保要配慮者向けに提供されている管内の福祉サービス等の支援の状況等の確認、(c)管内で活動する、居住支援

法人等の居住支援を行う団体の確認と更なる連携策 等

② 改正住宅セーフティネット法等に関する業務と改正生活困窮者自立支援法等に関する業務（例：住まいに関する総合相談窓

口の設置や支援員の確保）等との協働

③ 地域の居住支援体制の整備に向けた、居住支援協議会の設置に関するスケジュール、その活用方法等の検討

① 今後、国は各種マニュアル等の作成・説明などの支援や市区町村の進捗状況の確認を行う予定であり、

都道府県においても管下市区町村の施行準備や地域の居住支援体制の整備が円滑に進むよう、協力・支援をお願いする。

２．居住支援に係る状況・課題等を踏まえた関係部局間の連携強化と地域の居住支援体制の整備の検討２．居住支援に係る状況・課題等を踏まえた関係部局間の連携強化と地域の居住支援体制の整備の検討

３．都道府県による、市区町村の円滑な施行準備や地域の居住支援体制の整備に向けた協力・支援３．都道府県による、市区町村の円滑な施行準備や地域の居住支援体制の整備に向けた協力・支援
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※都市、建築、公営住宅等の住宅部局と、生活困窮者支援、高齢者支援等の福祉部局が連携して対応をお願いする



地方公共団体における当面の主な検討事項（住宅部局・福祉部局への依頼） ②

・ 今後、認定申請・審査システムの整備や地方公共団体向けの審査マニュアルの作成等により、地方公共団体における認定事

務の円滑化・負担軽減を図る予定。

・ 居住サポート住宅は、住宅確保要配慮者の居住の安定の確保を図るための福祉的な側面が大きいため、認定申請者の負担

を軽減する観点から、セーフティネット登録住宅（全自治体手数料なし）と同様に、居住サポート住宅の認定事務に係る手数料

は徴収しない方向で検討をお願いする。
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① 居住サポート住宅の認定審査及び指導監督等の事務その他居住支援に係る事務に対応する組織定員・体制

② 居住サポート住宅に係る改修費、家賃低廉化等の事業に係る予算

③ 居住支援の強化に向けた福祉関係事業等に係る予算（居住支援法人等への委託等を含む） 等

① 「令和６年度 改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会」（9月11日～）の資料等を参考として、居住サポート住宅の

認定審査及び指導監督等の内容、体制等を考慮しつつ、住宅部局・福祉部局の役割分担を検討・決定していただきたい。

② 現在、国では居住サポート住宅の認定申請・審査システムを準備中。令和６年度末頃に審査担当のアカウント登録・発行を

行う予定であり、この時点で窓口や審査担当部局を登録できるよう、関係部局で調整・決定していただきたい。

※ 今回の説明会後、地方公共団体に対して居住サポート住宅の認定審査等の事務の体制、地域の居住支援体制の整備に向けた検討の状況等
に関する調査を実施する予定であり、その調査については、関係部局で連携・調整の上、回答いただきたい。

５．令和７年度の組織定員・予算の検討・確保５．令和７年度の組織定員・予算の検討・確保

４．居住サポート住宅の事務に係る住宅部局・福祉部局の役割分担の検討４．居住サポート住宅の事務に係る住宅部局・福祉部局の役割分担の検討

居住サポート住宅の認定事務に係る手数料について
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居住支援法人

【再掲】生活困窮者自立支援制度等・住宅セーフティネット制度改正及び関連制度の関係

生活困窮者
自立支援制度 住宅セーフティネット制度

居住支援協議会
自立相談支援事業

連携

住居確保給付金

就労準備支援事業

家計改善支援事業

子どもの学習・生活支援事業

セーフティ
ネット住宅

居住サポート住宅

住まい確保

住まいに課題を
抱える方

・安否確認
・見守り
・福祉へのつなぎ

福祉部局の役割 住宅部局の役割

事業
実施

事業
実施

事業
実施

事業
実施

事業
実施

設立
参画

指定
監督

認定
監督

登録
監督

設立
参画

指定
監督

認定
監督

居住支援法人指定
監督

指定
監督

・相談、情報提供
・残置物処理

・相談、情報提供
・家賃債務保証

※設立努力義務化
福祉との連携明確化

※業務拡大

※創設

※住まいの相談機能の明確化

居住支援事業
事業
実施

※一時生活支援事業からの改称、
必要な事業の実施努力義務化

・シェルター事業
・地域居住支援事業

※転居費用補助の拡充

福祉事務所

地域包括
支援センター

基幹相談
支援センター

高齢者の安心な住まい
の確保に資する事業

日常生活支援
住居施設

救護施設

等

等

様々な関連制度(例)

※改正内容

重層的支援
体制整備事業

生活困窮者
自立支援制度
の各事業実施
にあたり連携

※連携の努力義務化

連携

連携して適切な
入居支援・生活支援へつなぐ

〇 居住支援は、関係者（入居者、支援者、賃貸人等）、時期（相談、入居前、入居中等）、内容（困難度）、地域・地区、住宅類型（公的、民間）等に応

じて、福祉分野と住宅分野の様々な人的・物的資源が組み合わさり、総合的かつ一体的に実施される必要がある。

〇 生活困窮者自立支援制度等の改正及び住宅セーフティネット制度の改正は、住まいに関する課題を抱えている方への支援を強化するという同じ政策目的を有して

いる。様々な関係者の住まいの困りごとに対応し、また効果的に支援するためには、これらの制度や関連制度の事業・施策を組み合わせて活用・実施する必要がある。

【イメージ】

住宅入居等支援事業


